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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 5,035 18.6 275 158.7 257 207.6 144 250.5
21年3月期第3四半期 4,245 ― 106 ― 83 ― 41 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 29.88 ―

21年3月期第3四半期 8.52 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 6,663 2,449 36.8 507.22
21年3月期 6,650 2,353 35.4 487.33

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  2,449百万円 21年3月期  2,353百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00
22年3月期 ― 0.00 ―

22年3月期 
（予想）

10.00 10.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,383 10.8 303 117.2 270 148.9 143 250.9 29.79



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績 
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 4,830,000株 21年3月期  4,830,000株

② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  800株 21年3月期  800株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 4,829,200株 21年3月期第3四半期 4,829,200株



定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日～平成21年12月31日  以下、当第３四半期）におけるわが国の経

済状況は、一昨年来からの金融不安に端を発する景気後退の流れから、輸出が中国などアジアを中心に増加し、生

産面では持ち直しの動きがある反面、雇用情勢の悪化傾向が続き、所得の減少により消費も低迷しているなど依然

として厳しい状況が続いております。 

このような環境のなか、自動車販売業界についてみますと、車両耐久性の向上などによる保有年数の長期化、人

件費抑制の影響による賃金の伸びの低迷などに起因する購入マインドの冷え込みは続いておりますが、景気減速に

対する経済対策として打ち出された平成21年度税制改正（エコカー減税）及び環境対応車普及促進策（新車購入補

助金）の効果等により、10月以降の販売台数は前年同期を上回る水準となりました。当第３四半期の国内新車販売

台数は3,380,879台（登録車（普通自動車）・届出車（軽自動車）の合計。前年同期は3,472,324台。前年同期比

2.6％減）となり、当第２四半期に比べ減少幅は縮小しております。 

車種別で見てみますと、エコカー減税及び新車購入補助金の恩恵が最も大きいハイブリッド車（インサイト、プ

リウス等）、前述の恩恵を受ける車種が多いコンパクトカー（フィット、ヴィッツ等）のほか、低燃費で車両維持

コストが低い軽自動車（ワゴンＲ、ムーブ等）が引き続き販売の上位を占めております。 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、自動車販売関連事業が当社グループ全体の売上・利益の９割以上を占

めていることから、自動車販売関連事業の当第３四半期の営業の状況について部門別にみてみますと、 

新車販売部門につきましては、他社との競合及びホンダ販売会社間での競合は引き続き厳しい状況ではあります

が、10月にフルモデルチェンジを行い全タイプがエコカー減税及び新車購入補助金の対象車種となった量販車種で

あるミニバン「ステップワゴン」、前述のエコカー減税及び新車購入補助金の対象車種であるハイブリッド車「イ

ンサイト」、コンパクトカー「フィット」、ミニバン「フリード」の販売が順調に推移いたしました。その結果、

販売台数は1,777台（前年同期比25.6％増）、売上高は32億66百万円（前年同期比30.3％増）となりました。 

中古車販売部門につきましては、高年式車など販売単価の高い中古車両を中心に前述のエコカー減税及び新車購

入補助金により購入し易くなった新車との競合が増えるなど、その影響は大きな逆風となり、販売台数は減少いた

しました。その結果、販売台数は1,056台（内訳：小売台数512台、卸売台数544台  前年同期比11.4％減）となり

ました。また、販売構成では、販売単価の高い小売販売の全体台数に占める割合が前年同期より増加しましたが、

売上高は４億57百万円（前年同期比5.9％減）となりました。 

サービス部門につきましては、車両保有年数の長期化に伴い、車検・12か月点検など整備業務の機会が増えてい

ることから、引き続き管理ユーザーに対するこれら整備業務の取り込みの向上を図り、用品などの販売もより積極

的に行いましたが、メーカーのリコール等による保証修理の取り扱いが減少したこと等もあり売上高は９億72百万

円（前年同期比0.1％増）となりました。 

その他の部門につきましては、自動車任意保険などの保険取扱い手数料、登録受取手数料並びに割賦販売手数料

のいづれも順調に推移いたしました。その結果、売上高は３億37百万円（前年同期比20.7％増）となりました。 

以上の結果、当社グループの売上高は50億35百万円（前年同期比18.6％増）となりました。 

損益につきましては、売上高が前年同期を上回り、特に損益に与える影響が大きい新車販売において前述の経済

対策の効果等により利益率が改善されました。また、経費の削減にも取り組んだことから、営業利益は２億75百万

円（前年同期比158.7％増）、経常利益は２億57百万円（前年同期比207.6％増）、四半期純利益は１億44百万円

（前年同期比250.5％増）となりました。 

  

２．連結財政状態に関する定性的情報

(1）資産、負債及び純資産の状況 

当第３四半期末の総資産は66億63百万円となり、前連結会計年度末に比べて13百万円増加しております。これ

は、主に売上の増加により現金及び預金が２億63万円増加したこと、受取手形及び売掛金の回収により82百万円及

びその他の流動資産が１億21百万円それぞれ減少したこと等によるものです。 

負債は42億14百万円となり、前連結会計年度末に比べて82百万円減少しております。これは、主に仕入の増加に

より買掛金が78百万円増加したこと、賞与引当金が24百万円、借入金の返済により短期借入金が51百万円、長期借

入金が95百万円それぞれ減少したこと等によるものです。 

純資産は24億49百万円となり、前連結会計年度末に比べて96百万円増加しております。これは、利益剰余金が96

百万円増加したことによるものです。また、自己資本比率は36.8％となりました。 

  



(2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ２億63百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末には９億32百万円となりました。 

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間において営業活動の結果獲得した資金は４億64百万円（前年同期は３億91百万円の使

用）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益２億57百万円から主に減価償却費85百万円、賞与引当金

の減少24百万円、売上債権の減少77百万円、棚卸資産の増加43百万円、仕入債務の増加78百万円、その他資産の減

少93百万円、その他負債の減少33百万円、法人税等の支払額32百万円等を調整したものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間において投資活動の結果獲得した資金は８百万円（前年同期は98百万円の使用）とな

りました。これは固定資産の取得による支出４百万円、貸付金の回収による収入８百万円、差入保証金返還による

収入４百万円によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資金は２億10百万円（前年同期は16百万円の使用）

となりました。これは借入金の返済による支出１億46百万円、配当金の支払による支出48百万円、社債の償還によ

る支出15百万円によるものです。 

  

３．連結業績予想に関する定性的情報

平成22年３月期の連結業績予想につきましては、平成21年11月11日に公表いたしました連結業績予想から変更は

ありません。 

  

４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項はありません。  

  

(2）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

１．簡便な会計処理  

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末決

算において算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

②棚卸資産の評価方法 

四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し、前連結会計年度に係る実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定しております。また、棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明ら

かなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  

税金費用の計算 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。な

お、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  

  

(3）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

該当事項はありません。 

  



５．四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 932,176 669,034

受取手形及び売掛金 2,473,824 2,556,020

商品及び製品 229,886 210,371

その他 177,259 298,295

流動資産合計 3,813,147 3,733,721

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 387,126 413,630

機械装置及び運搬具（純額） 145,145 170,950

土地 1,689,171 1,689,171

その他（純額） 12,987 17,766

有形固定資産合計 2,234,432 2,291,519

無形固定資産 15,224 13,249

投資その他の資産 582,467 589,301

固定資産合計 2,832,123 2,894,070

繰延資産 18,704 23,021

資産合計 6,663,975 6,650,813

負債の部   

流動負債   

買掛金 462,404 383,632

短期借入金 2,743,291 2,795,151

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

1年内返済予定の長期借入金 27,480 36,224

未払法人税等 69,074 4,702

引当金 15,619 39,895

その他 294,499 335,233

流動負債合計 3,642,368 3,624,839

固定負債   

社債 75,000 90,000

長期借入金 76,700 162,992

退職給付引当金 12,801 17,452

役員退職慰労引当金 197,432 193,776

その他 210,177 208,292

固定負債合計 572,111 672,514

負債合計 4,214,480 4,297,354



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 210,300 210,300

資本剰余金 199,711 199,711

利益剰余金 2,039,809 1,943,773

自己株式 △325 △325

株主資本合計 2,449,495 2,353,459

純資産合計 2,449,495 2,353,459

負債純資産合計 6,663,975 6,650,813



(2) 四半期連結損益計算書 
(第３四半期連結累計期間) 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 4,245,878 5,035,132

売上原価 3,222,317 3,860,733

売上総利益 1,023,561 1,174,399

販売費及び一般管理費 917,240 899,380

営業利益 106,321 275,019

営業外収益   

受取利息 1,871 1,868

受取手数料 － 1,725

助成金収入 4,908 －

還付加算金 － 1,364

その他 3,501 3,487

営業外収益合計 10,282 8,445

営業外費用   

支払利息 28,343 21,067

開業費償却 4,316 4,316

その他 256 696

営業外費用合計 32,917 26,081

経常利益 83,686 257,383

特別損失   

固定資産処分損 1,161 252

特別損失合計 1,161 252

税金等調整前四半期純利益 82,524 257,131

法人税等 41,349 112,803

四半期純利益 41,175 144,328



(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 82,524 257,131

減価償却費 81,541 85,534

賞与引当金の増減額（△は減少） △25,203 △24,275

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,008 △4,651

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,706 6,530

役員退職慰労金 － △2,874

受取利息及び受取配当金 △1,871 △1,868

支払利息 28,343 21,067

固定資産処分損益（△は益） 1,161 252

売上債権の増減額（△は増加） △1,690 77,257

たな卸資産の増減額（△は増加） 46,180 △43,342

仕入債務の増減額（△は減少） △335,217 78,771

開業費償却額 4,316 4,316

差入保証金償却額 4,799 4,799

その他の資産の増減額（△は増加） 3,529 93,270

その他の負債の増減額（△は減少） △114,635 △33,695

小計 △221,522 518,224

利息及び配当金の受取額 57 26

利息の支払額 △28,679 △21,331

法人税等の支払額 △141,450 △32,151

営業活動によるキャッシュ・フロー △391,593 464,768

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △88,857 △4,216

貸付けによる支出 △20,647 －

貸付金の回収による収入 7,774 8,046

差入保証金の差入による支出 △2,189 －

差入保証金の回収による収入 5,700 4,734

投資活動によるキャッシュ・フロー △98,220 8,563

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △30,717 △51,860

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △22,639 △95,037

社債の償還による支出 △15,000 △15,000

配当金の支払額 △48,292 △48,292

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,648 △210,189

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △506,463 263,142

現金及び現金同等物の期首残高 807,928 669,034

現金及び現金同等物の四半期末残高 301,465 932,176



該当事項はありません。 

  

(4）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。 

  

(5）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年12月31日）  

自動車販売関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

〔所在地別セグメント情報〕

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

〔海外売上高〕

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年12月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(6）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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